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１．2025年12月期第３四半期の連結業績（2025年１月１日～2025年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第３四半期 77,199 6.0 7,107 △13.8 6,247 △10.7 4,903 △13.1
2024年12月期第３四半期 72,807 2.0 8,248 78.8 6,996 18.0 5,640 20.3

(注)包括利益 2025年12月期第３四半期 4,062百万円( △28.7％) 2024年12月期第３四半期 5,702百万円( 1.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期第３四半期 119.88 ―
2024年12月期第３四半期 137.94 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期第３四半期 144,151 122,955 85.2
2024年12月期 141,891 121,741 85.7

(参考) 自己資本 2025年12月期第３四半期 122,771百万円 2024年12月期 121,570百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00
2025年12月期 ― 35.00 ―
2025年12月期(予想) ― ―

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

なお、2025年12月期の１株当たり期末配当金については未定です。

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 105,000 4.3 11,000 5.8 10,500 6.3 7,800 1.9 190.74

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年12月期３Ｑ 42,206,540株 2024年12月期 42,206,540株

② 期末自己株式数 2025年12月期３Ｑ 1,303,761株 2024年12月期 1,309,332株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期３Ｑ 40,900,587株 2024年12月期３Ｑ 40,892,181株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ：有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績予想ならびに将来予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断

した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、さまざまな要因の変化によ
り、実際の業績は記述されている将来の見通しとは大きく異なる結果となる可能性があることをご承知
おき下さい。

2025年12月期の１株当たり期末配当金につきましては、当社グループを取り巻く事業環境は引き続き
不透明であり、今後の市場動向を見据えたうえで公表する予定であります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国関税政策の影響懸念が高まる中、底堅さが維持さ

れました。米国では関税負担が増大し成長が鈍化しましたが、欧州では物価や雇用の安定化を受け

成長が持続しました。中国は米国以外への輸出増加による外需が堅調で、日本の景気は、物価高や

実質賃金の減少が続いているものの、堅調な雇用環境や個人消費により緩やかに回復しました。一

方、今後も、米国の関税政策による世界的な景気減速、中国経済の成長鈍化、継続する地政学リス

ク等、不透明な状況が続く見通しです。

このような状況の中、当社グループでは、カメラ本体の販売が引き続き堅調で、カメラ関連の部

品・ユニットの売上は、在庫調整を終えた製品を含めて増加しました。レーザープリンター関連の

部品・ユニットおよび本体は、ベトナム子会社を含めた新製品の受託生産が増加しましたが、中国

を中心とした市場の縮小や米国での関税対策等の影響を受けて売上は減少しました。ドキュメント

スキャナー関連は、インド・中南米地域・日本等で販売が増加しましたが、主要販売地域である米

国に加え、欧州・中国・東南アジア地域等の販売が伸び悩み、前年同期と比べ売上は減少しまし

た。情報システム関連では、金融機関等のシステム開発は、外注先を含むIT人材の不足の影響等を

受けていますが、ネットワーク機器の販売が伸び、前年同期と比べ売上は増加しました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は771億99百万円（前年同期比6.0％増）とな

りました。また、為替等の影響により連結経常利益は62億47百万円（前年同期比10.7％減）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は49億３百万円（前年同期比13.1％減）となりました。

なお、米国における関税政策については、米国政府より各国への追加関税措置が発動されました

が、引き続き他社の動向や米国国内および世界の経済への影響を注視するとともに、米国向け製品

については、今後の買い控えが懸念されるため、現地販売会社と連携して需要変動の把握と適切な

対策に取り組んでいきます。

宇宙関連分野におきましては、当社が開発・製造した超小型人工衛星初号基「CE-SAT-I（シーイ

ー・サット・ワン）」が、軌道離脱に伴い、2025年５月に大気圏に再突入し、運用を終了していま

すが、２号基「CE-SAT-ⅡB（ツービー）」および３号基「CE-SAT-IE（ワンイー）」については、

現在も地球を周回しており、高感度や高精細な画像の撮影等を含め、実証実験を継続しています。

また、防衛省から受注した多軌道観測実証衛星の製造・試験の事業については、2026年３月末の納

期に向け、当初の計画通り準備を進めており、あわせて防衛省と契約している当該衛星の打上げ支

援および初期運用の事業については、その運用体制の構築を進めています。加えて、同じく防衛省

より「画像データの取得及び撮影機能に関する実証検討」の入札案件を８月に受注しました。

（２）事業の種類別セグメントの状況

コンポーネントセグメントにおきましては、カメラ関係は、引き続きミラーレスカメラの販売が、

エントリークラスから中級機において、特に欧州・中国地域を中心に好調で、シャッターユニッ

ト、絞りユニットの販売は引き続き堅調に推移し、あわせて在庫調整を終えた一部の部品・ユニッ

トの生産の回復によって、前年同期と比べ売上は増加しました。レーザースキャナーユニット関係

は、レーザープリンター向けでは、米国での関税対策の影響もあり、モノクロモデルの販売が減少

し、また、複合機向けでは、露光方式のLEDへの切替え開始を受けて減産となり、前年同期と比べ

売上が減少しました。ベトナムおよびマレーシアの子会社では、既存のプリンターやカメラの部品

等の生産が増加し、ともに前年同期と比べ売上は増加しました。実装ユニット等の生産受託関連で

は、カントリーリスクを踏まえた国内回帰の拡大や人材不足による外部委託の増加等により前年同

期と比べ売上が増加し、その他、モータ関係は、米国向けの一部のユニット製品は好調に推移しま

したが、モータ納品先での在庫調整に伴う減産等が影響し、前年同期と比べ売上は同等となりまし

た。
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これらの結果、当セグメントの売上高は444億23百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益は66億

59百万円（前年同期比11.3%減）となりました。

電子情報機器セグメントにおきましては、ドキュメントスキャナー関係は、インド・中南米地

域・日本等では、政府機関や金融機関向けの商談獲得により販売は増加しましたが、主力販売地域

である米国や欧州地域での中高速機の販売が伸びず、加えて、東南アジア・中国地域等で政府・金

融機関からの商談獲得が減少したことにより、全体としては前年同期と比べ売上は減少しました。

ハンディターミナル関係では、ハンディターミナル本体の新製品を含めた買い替え需要への対応を

進め、また、昨年に発売した個人認証端末では、偽造カード対策のニーズの高まりにより金融機関

からの大型商談の獲得も進み、前年同期と比べ売上は増加しました。レーザープリンター関係で

は、A3原稿サイズの本体製品の販売は減少しましたが、新製品を含むA4原稿サイズの本体製品の生

産が伸び、前年同期と比べ売上は増加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は237億82百万円（前年同期比8.4％増）、営業利益は、製

品の売上構成の変化により、12億79百万円（前年同期比12.8％減）となりました。

なお、当セグメントにおいて、2024年 11月発売のネットワーク機能搭載スキャナー

「imageFORMULA DR-S350NW」は、2025年３月にドイツのiFインターナショナルフォーラムデザイン

が主催する「iFデザインアワード2025」を受賞しました。

その他のセグメントにおきましては、情報システム関係では、情報セキュリティ対策ソフトウェ

ア「SML」は、テレワーク時の勤務把握や働き方を可視化する分析パッケージとしての活用提案を

継続し、また、その他セキュリティ対策ソリューションやネットワーク機器の販売により、前年同

期と比べ売上は増加しました。金融機関向けのシステム開発や顧客情報管理システムについても、

外注先を含むIT人材の不足の影響は継続していますが、地方銀行向けや官公庁向け等を中心に積極

的な受注活動を継続し、情報機器等の販売を含めて、前年同期と比べ売上は増加しました。環境・

医療機器関係では、歯科用ミリングマシンにおいて、国内の設備関連の助成金の受給環境が厳しく

なり、対象となる当社製品にも買い控えの影響が見られ、販売台数が減少しました。滅菌器におい

ては、機器更新の需要を捉え、昨年の新製品の拡販を強化し、前年同期と比べ売上は増加しまし

た。

これらの結果、当セグメントの連結売上高は89億93百万円（前年同期比4.1％増）、営業利益は５

億90百万円（前年同期比10.6％減）となりました。

（３）財政状態に関する分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,441億51百万円となり、前連結会計年度末に比べ22億59

百万円増加しました。流動資産は、仕掛品の増加17億44百万円等により、前連結会計年度末に比べ

20億59百万円増加し、747億15百万円となりました。固定資産は、退職給付に係る資産の増加３億

24百万円等により、前連結会計年度末に比べ２億円増加し、694億36百万円となりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ10億45百万円増加し、211億96百

万円となりました。流動負債は、買掛金の増加14億51百万円等により、前連結会計年度末に比べ12

億42百万円増加し、187億91百万円となりました。固定負債は、役員退職慰労引当金の減少１億75

百万円等により、前連結会計年度末に比べ１億96百万円減少し、24億４百万円となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は. 親会社株主に帰属する四半期純利益による増加49億３

百万円、配当金の支払による減少28億円63百万円等により、前連結会計年度末に比べ12億14百万円

増加し、1,229億55百万円となりました。
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（４）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の連結業績見通しにつきましては、2025年１月29日に公表いたしました連結業績予想に変更

ありません。

実際の業績は、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可能性があります。今後、業績

予想に関して修正の必要が生じた場合には、速やかに開示する予定であります。



キヤノン電子株式会社(7739) 2025年12月期 第3四半期決算短信

― 5 ―

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 30,213 29,866

受取手形、売掛金及び契約資産 26,021 25,885

リース投資資産 808 670

商品及び製品 1,833 2,065

仕掛品 10,440 12,184

原材料及び貯蔵品 283 456

短期貸付金 2,000 2,000

その他 1,055 1,587

流動資産合計 72,656 74,715

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,999 10,447

機械装置及び運搬具（純額） 1,970 1,717

工具、器具及び備品（純額） 3,502 3,611

土地 15,287 15,230

リース資産（純額） 23 16

建設仮勘定 312 848

有形固定資産合計 32,095 31,871

無形固定資産 1,038 963

投資その他の資産

投資有価証券 2,468 2,727

関係会社株式 286 196

繰延税金資産 50 87

退職給付に係る資産 5,890 6,215

長期預金 26,500 26,500

その他 905 875

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 36,101 36,602

固定資産合計 69,235 69,436

資産合計 141,891 144,151
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 11,825 13,277

電子記録債務 529 582

リース債務 286 297

未払費用 1,356 1,088

未払法人税等 643 593

賞与引当金 426 1,442

役員賞与引当金 82 43

役員退職特別功労引当金 400 -

受注損失引当金 35 19

その他 1,964 1,447

流動負債合計 17,549 18,791

固定負債

リース債務 543 386

繰延税金負債 460 575

役員退職慰労引当金 181 6

退職給付に係る負債 1,415 1,434

その他 0 0

固定負債合計 2,601 2,404

負債合計 20,150 21,196

純資産の部

株主資本

資本金 4,969 4,969

資本剰余金 10,617 10,621

利益剰余金 102,281 104,321

自己株式 △2,435 △2,425

株主資本合計 115,432 117,486

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 614 679

為替換算調整勘定 4,106 3,141

退職給付に係る調整累計額 1,416 1,463

その他の包括利益累計額合計 6,138 5,284

非支配株主持分 170 184

純資産合計 121,741 122,955

負債純資産合計 141,891 144,151



キヤノン電子株式会社(7739) 2025年12月期 第3四半期決算短信

― 7 ―

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年９月30日)

売上高 72,807 77,199

売上原価 57,471 62,962

売上総利益 15,335 14,236

販売費及び一般管理費 7,086 7,129

営業利益 8,248 7,107

営業外収益

受取利息及び配当金 75 158

助成金収入 17 13

その他 34 49

営業外収益合計 127 221

営業外費用

支払利息 2 0

為替差損 261 96

持分法による投資損失 1,110 980

その他 4 3

営業外費用合計 1,379 1,081

経常利益 6,996 6,247

特別利益

持分変動利益 636 390

固定資産売却益 124 54

投資有価証券売却益 0 -

ゴルフ会員権売却益 22 -

特別利益合計 784 444

特別損失

固定資産除売却損 2 31

投資有価証券評価損 294 -

特別損失合計 297 31

税金等調整前四半期純利益 7,483 6,660

法人税、住民税及び事業税 2,226 1,751

法人税等調整額 △395 △8

法人税等合計 1,830 1,743

四半期純利益 5,653 4,916

非支配株主に帰属する四半期純利益 12 13

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,640 4,903
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年９月30日)

四半期純利益 5,653 4,916

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △37 64

為替換算調整勘定 79 △965

退職給付に係る調整額 6 47

その他の包括利益合計 48 △853

四半期包括利益 5,702 4,062

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,689 4,049

非支配株主に係る四半期包括利益 12 13
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（財務報告の枠組みに関する注記）

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四

半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しておりま

す。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針 第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい

う。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる四半期連

結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合

の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１

四半期連結会計期間の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年

四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっ

ております。これによる前年四半期の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表に

与える影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2024年１月１日 至 2024年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高

外部顧客への
売上高

42,236 21,932 64,169 8,637 72,807 ― 72,807

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

427 594 1,021 238 1,260 △1,260 ―

計 42,664 22,526 65,191 8,876 74,067 △1,260 72,807

セグメント利益 7,509 1,467 8,976 660 9,636 △1,388 8,248

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウエアの開発・販

売、ITソリューション等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2025年１月１日 至 2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高

外部顧客への
売上高

44,423 23,782 68,206 8,993 77,199 ― 77,199

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

394 536 931 299 1,230 △1,230 ―

計 44,818 24,319 69,137 9,292 78,430 △1,230 77,199

セグメント利益 6,659 1,279 7,939 590 8,529 △1,422 7,107

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウエアの開発・販

売、ITソリューション等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の

とおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年９月30日)

減価償却費 2,204百万円 2,016百万円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年10月29日

キヤノン電子株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 向 井 基 信

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 西 安 弘

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているキヤノン電子株式会社の2025年1月1日から2025年12

月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2025年7月1日から2025年9月30日まで）及び第3四半期連結累計期

間（2025年1月1日から2025年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定

める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示

する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又

は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


